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１ はじめに

本校は 「コロラド州ボルダーの学生との交、

流活動をしてはいただけないだろうか」との依

頼を山形市より受け、本校第２学年選択英語の

受講生徒を対象に の協力を得ながら「山ALT

形市教育情報ネットワーク」を活用し活動を進

めることになった。

１６年末よりその準備に入り、現在進められ

ている授業実践までの概要を以下紹介すること

とする。

２ アカウントの管理について

( ) 課 題1

「総合的な学習」との関わりで、生徒がメー

ルのやりとりをする場面（アカウントが必要に

なる場面）が増えてきていることは、多くの学

校で感じていることと思われる。本校も同様で

あるが、これまで他校・他団体とのメールのや

りとりは必ずしも積極的に行われていなかっ

た。

原因はいくつか考えられるが、もっとも大き

な原因は「アカウントの管理」にあると思われ

る。つまり、学校の教育活動の中で外部とメー

ルによるやりとりを行うことに伴う事前指導や

操作指導、マナー指導の他に「１対１」のメー

ルのやりとりをするに要する教師側のチエック

機能への不安である。

発達段階を考えると中学では「１対１」のメ

ール交換までを習得させたい。しかし、教師の

チエックなしで自由にメールをさせるのは指導

として十分とは考えられない。必要に応じてア

ドバイスを与えることの繰り返しで確かな知識

と技術が生徒の身に付けなければならない。つ

、「 」 、まり １対１ のメールのやりとりが可能で

加えて教師の十分なチエック機能を働かせられ

る環境を満たすことが課題と考えられる。

( ) 対 応2

「 」市内中学校には スクールイントラパック３

というグループウェアシステムが導入されてい

る。このシステムを効果的に使うことにより、

既述した課題が解決され、本校での交流活動を

支えている。

このシステムの特徴は以下の通りである。

① １つのアカウントで運用可能である。

② 生徒機から送信されるメールには、そのメ

ールアドレスの前に自動的に個別番号がつく

き判別ができる。

図 個別番号がついたメールアドレス

③ 返信メールは自動的にその個別番号をあた

かもアカウントの一部のように判別し、その

生徒機に返信される。

④ 不適切な単語や表現を事前にシステムに登

録しておくことで、メール送信時にチエック

機能が自動的に働き、送信が遮断される。

⑤ 教師が内容の事前チェックを行うことがで

きる。

３ おわりに

今年度初めて行った経験を生かし、来年度以

降は更に多くの場面での活用が十分可能なもの

ととらえられるようになった。ＴＶ会議システ

ムとあわせ、生徒の視野を広げ、コミュニケー

ションの機会を提供することのできるツールと

して、多くの学習場面において効果的に活用し

ていきたいと考えている。


